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研究成果の概要（和文）：　2016年度においては、社会政策第8号第2号の小特集３「生活困窮者支援策について
の日韓比較研究」を執筆した。内容は、2015年に入り見直しが実施された日韓両国の生活困窮者を対象とする自
立支援策についてである。
　これら両国の見直しは厳しい市場原理主義、グローバリゼーションのもとで進むワークフェア政策を背景にし
て実施されている。生活保護自立支援プログラム「釧路方式」において蓄積されてきた中間的就労、いわゆる半
福祉半就労を見直し、極めて就労に重点をおくことに特徴がある。日韓両国の自立支援の見直しについて比較検
討することにより、これまでの自立支援策の評価を行い、今後の課題を明らかにしようとした。

研究成果の概要（英文）：　This reserch is to examine the schemes of Self-reliance for poverty 
alleviation which were reformed in 2015 in both Japan and Korea. The former Japanese scheme is ““
the Law to Support Independence of People in Need” and the latter Korean one is “Hope Re-born 
Project” of the Ministry of Health which was integrated with “The Employment Success Package” of 
the Employment Labor Relations Division in Korean Government. 
　These reforms in both countries share the same background of development in workfare policies 
based on the severe market fundamentalism along with globalization. These reforms demolish the 
outcome of past Half-way　 Employment, “half welfare and half working,” by emphasizing a form of 
full working in employment. This indicates a strong necessity to identify the nature in the past 
scheme of self-reliance for poverty alleviation in both countries and to clarify possible problems 
and solutions.

研究分野：公的扶助
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１．研究開始当初の背景 
日韓両国における生活困窮者への自立支

援策は、極めて厳しい市場原理主義、グロ

ーバリゼーションのもとで経済的自立を強

調する極めて厳しいワークフェア政策を背

景に進められている。 

しかし、政策の意図に反して現場実践に

おいては生活困窮者に対して生活保障をし

っかりと行い、個別性、多様性に着目した

自立支援が展開されている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、現場実践によって培わ

れた中間的就労という新しい「働き方」を

定着させることによってわが国の伝統的な

自立支援政策を見直し、生活困窮者の多様

な可能性を引き出せる支援体制を整備する

ことである。 

 
３．研究の方法 
中間的就労についての日韓比較分析につ

いては次の手順で実施している。 

１）韓国の自活事業の「希望リボーンプロ

ジェクト」とわが国の「生活困窮者の生活

支援の在り方に関する特別部会」報告書（以

下、「生活支援戦略」という。）のモデルで

ある中間的就労を分析対象とする。 

２）中間的就労について日韓比較分析を実

施し、対象者、課題、支援計画の違いを明

らかにする。 
３）日韓比較分析の結果、わが国の自立支
援が中間的就労として見逃している点を明
らかにして、どのようにすれば韓国の取り
組みを導入できるのか、を検討する。 
 
４．研究成果 

本研究の成果は、中間的就労についての

日韓比較、そして、生活困窮者に対する新

たな自立支援策の提起に分けることができ

る。 

まず、中間的就労についての日韓比較で

あるが韓国保健福祉部に勤務する許賢淑

（研究協力者）が 2009 年から 2014 年まで

実施された（モデル事業 4 年間と本事業 2

年間）「希望リボーンプロジェクト

（Re-born Project）」事業について成果を

明らかにしようとしている。従来、経済的

自立だけを目標にしてきた自活事業（自立

支援）が希望リボーン事業の実施とともに

導入されたケースマネージメント手法によ

って個別性や多様性に着目し、支援する手

法を具体的に説明している。 

次に、權順浩（研究分担者）が国民基礎

生活保障法の施行が自活事業への参加を条

件にしてワーキングプアへの生活保障給付

を実現したという韓国における生活困窮者

支援の経緯を説明している。そして、この

ような韓国における自立支援の改革が①支

援対象について国民基礎生活保障法受給者

だけからボーダーライン層や就労困難者に

まで拡大したこと，②一般労働市場への就

労を促すため成果主義による個別支援や就

労インセンティブ等の雇用対策を強化し，

社会適応プログラム等の就労困窮者に必要

な社会福祉的支援を縮小したこと，③連携

体制や機能分担を進めることで保健福祉部

の役割よりも雇用労働部の役割を大きくし

てきたこと，といった特徴を示している。

そして、厳しいワークフェア政策を背景に

して「希望リボーンプロジェクト（Re-born 

Project）」事業が就業成功パッケージ事業

に統合されたことを報告している。 

そして、田中聡子（研究分担者）が日本

において導入された生活困窮者自立支援法

が果たす役割について 1950 年代後半に整

備された世帯更生貸付金制度をもとに考察

している。つまり、低所得層（ボーダーラ

イン）対策としての世帯更生貸付金制度が

ワーキングプアを生活保護から排除してき

たという経過を説明している。これは現代

の低所得層（ボーダーライン）対策として

整備された生活困窮者自立支援法が生活保

護を利用しようとするワーキングプアを排



除する役割を背負い登場したことについて

示唆を与えている。 

さらに、大友芳恵（研究分担者）が中間

的就労を生み出した生活保護自立支援プロ

グラム「釧路モデル」が提起した中間的就

労についての役割を明らかにしようとして

いる。単に、中間的就労が経済的自立だけ

を目指すものではなく、生活保障を伴う自

立支援、つまり半福祉半就労としての社会

参加を目指す福祉就労ではなく、保護を受

けないという経済的自立を目指す一般就労

でもない、社会参加を目指し、一般就労で

働くといった新しい働き方、中間的就労の

果たす役割であったことを説明している。

そして、これまで経済的自立だけを目指す

生活保護行政の自立支援によって排除され

てきたワーキングプアを対象として中間的

就労により生活保護を受けることを実現し

た。中間的就労によって生活保護受給者へ

の自立支援が経済的自立だけを目標とする

ものではなく、日常生活自立や社会的自立

を目標とする多様な生き方を選択できる仕

組みへと変えていく役割を果たしたと評価

している。 

そして、最後に、戸田典樹（研究代表者）

が生活困窮者への自立支援について日韓比

較を行っている。つまり、日本の生活困窮

者自立支援法は、生活保護自立支援プログ

ラムで構築された中間的就労＝半福祉半就

労について所得保障を伴わないボーダーラ

イン層を対象とした「職業訓練事業」とし

て位置づけを変えた。これは、稼働世代に

対する有期保護制度の導入を提起した全国

知事会・全国市長会の「新たなセーフティ

ネットの提案」（2006 年）をもとに整備さ

れたものであり、生活困窮者自立支援法が

ワーキングプアを生活保護から排除する仕

組みとなっており、生活保障を利用できな

い状況が生まれていると指摘している。生

活困窮者が置かれている状況に応じて、多

様な働き方を保障して行くといった半福祉

半就労＝中間的就労の仕組みが形骸化して

きていることを指摘している。 

また、韓国においても 2015 年より保健福

祉部が主管していた「希望リボーンプロジ

ェクト（Re-born Project）」事業が雇用労

働部の「就労成功パッケージ」に統合され

るといった 見直しが実施された。このため

「希望リボーンプロジェクト（Re-born 

Project）」事業は個別性と多様性に着目す

るケースマネージメントを伴う社会福祉に

よる支援を軽視し、職業紹介や職業訓練な

どの雇用対策プログラムを重視するものへ

と変化していった。つまり韓国の場合には、

生活保障を伴う自活事業という仕組みは残

っているものの、個別性や多様性に着目し

た社会福祉的支援が弱まっていると考えら

れる。 

今後の生活困窮者を対象とした自立支援

についての研究課題としては、日韓両国に

おいて厳しいワークフェア政策にさらされ

ている半福祉半就労＝中間的就労の取り組

みを立て直すために個別性や多様性に着目

した社会福祉的支援を実施する現場実践に

呼応した研究が求められているということ

である。今後の生活困窮者を対象とした自

立支援については、現場実践における課題

として所得保障を伴う自立支援（中間的就

労＝半福祉半就労）事例を蓄積することが

必要とされている。また、研究における課

題は、これらの現場実践をもとに中間的就

労＝半福祉半就労による自立支援の有効性

を立証することである。多様な自立への支

援が重層なセーフティネットを構築し、社

会の安定につながることを実証的に分析し

ていくことである。 
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